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学校部活動の地域連携や
地域クラブ活動への移行について
スポーツ庁地域スポーツ課・文化庁参事官（芸術文化担当）付

お 知 ら せ

１．学校における部活動改革の必要性
　学校の部活動は、生徒のスポーツ・文化芸術に親し

む機会を確保するとともに、生徒の自主的・主体的な参

加による活動を通じ、責任感・連帯感の涵養等に寄与し

てきました。一方で、少子化の進展により、従前と同様

の学校単位での体制での運営を続けていくのは難しく、

学校や地域によっては、既に存続が厳しくなっている部

活動もあります。また、必ずしも専門性や意思に関わら

ず教師が顧問を務める指導体制の継続は、学校の働き

方改革が進む中、より困難になっています。

　こうした現状を踏まえ、少子化が進む中でも、将来に

わたり生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむ

機会を確保するため、「地域の子供たちは、地域で育て

る」という意識の下、地域のスポーツ・文化資源を最大

限活用し、生徒のニーズに応じた多様で豊かな活動を

実現していく必要があります。このことは、生徒のみな

らず、地域住民にとってもより良いスポーツ・文化芸術

の環境整備となり、更には「まちづくり」としての効果

も期待されるところです。

２．文部科学省におけるこれまでの取組
　これまで文部科学省においては、平成 30 年に「運動

部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」及び「文

化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」の策

定を行っており、平成 31 年（令和元年）には中央教育

審議会や国会において、学校における働き方改革の観点

を含めて、部活動を学校単位から地域単位の取組とする

べきことが指摘されました。これを踏まえ、令和２年に、

休日の部活動の段階的な地域移行を図る旨の方針を示す

など、部活動改革に段階的に取り組んできました。

　また、令和４年６月には運動部活動の地域移行に関す

る検討会議の提言が取りまとめられ、８月には文化部活

動の地域移行に関する検討会議の提言が取りまとめられ

ました。 

　そして、令和４年 12 月に、学校部活動の適正な運営

や効率的・効果的な活動の推進とともに、学校部活動の

地域連携並びに地域の運営団体・実施主体による地域ス

ポーツクラブ活動及び地域文化クラブ活動（以下「地域

クラブ活動」という。）への移行に取り組むべく、平成 

30 年の運動部活動と文化部活動のガイドラインを統合し

た上で全面的に改定し、新たに「学校部活動及び新た

な地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラ

イン」（以下「ガイドライン」という。）を策定しました。

３．学校部活動及び新たな地域クラブ活動の
在り方等に関する総合的なガイドライン

　ガイドラインは４つの章から成り立ち、「Ⅰ　学校部活

動」は従来の内容を踏まえつつ、中学生を主な対象とし、

高校生も原則適用することとしています。「Ⅱ　新たな地

域クラブ活動」、「Ⅲ　学校部活動の地域連携や地域ク

ラブ活動への移行に向けた環境整備」、「Ⅳ　大会等の

在り方の見直し」が今回大幅に追加した部分で、公立

中学校の生徒を主な対象とするものです。

　「Ⅰ　学校部活動」では、従来どおりの週当たり２日以

上（平日１日、週末１日）の休養日の設定や、部活動に

強制的に加入させることがないようにすること、学校と

地域が協働・融合した形での環境整備を進めることを記

しています。

　「Ⅱ　新たな地域クラブ活動」では、地方公共団体の

地域スポーツ・文化振興担当部署や学校担当部署、関

係団体、学校等の関係者を集めた協議会などの体制の

整備や、希望する教師等の円滑な兼職兼業手続き、休

日のみ活動をする場合も原則として１日の休養日を設定

すること等、新たな地域クラブ活動の在り方について示

しています。

　「Ⅲ　学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移

行に向けた環境整備」では、まずは休日における地域の

環境の整備を着実に推進することとしています。市区町
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村が運営団体となる体制や地域の多様な運営団体が取

り組む体制など、段階的な体制の整備を進めるとともに、

直ちに地域クラブ活動の体制が整備できない場合、合

同部活動の導入や部活動指導員等の活用といった地域

連携を進めることとしました。また、令和５年度から令和

７年度までの３年間を「改革推進期間」として地域連携・

地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて可能な

限り早期の実現を目指すこととしています。

　「Ⅳ　大会等の在り方の見直し」では、大会参加資

格を地域クラブ活動の会員等も参加できるよう見直すと

ともに、できるだけ教師が引率しない体制の整備や、全

国大会の在り方を見直すよう、関係団体等に要請してい

るところです。

地域の実情に応じ、
当⾯は併存

休⽇の地域クラブ活動
【位置付け】学校と連携して⾏う地域クラブ活動

（法律上は社会教育、スポーツ・⽂化芸術）

■地域の多様な主体が実施。学校は、活動⽅針、活動
状況や⽣徒に関する情報の共有等を通じて連携。

■少⼦化の中、持続可能
な体制にする必要
（学校や地域によっては
存続が厳しい）

■地域の実情に応じた
段階的な体制整備

学校部活動
【位置付け】学校教育の⼀環（教育課程外）

学校部活動の地域連携
■合同部活動の導⼊や部活動指導員等の
適切な配置により⽣徒の活動機会を確保

指導者 当該校の教師
参加者 当該校の⽣徒
場所 当該校の施設
費⽤ ⽤具、交通費等の実費
補償 災害共済給付

指導者 部活動指導員等、関係校の教師
（※ｱｽﾘｰﾄ・ｱｰﾃｨｽﾄ等の⼈材を含む）

参加者 関係校の⽣徒
場所 拠点校の施設
費⽤ ⽤具、交通費等の実費
補償 災害共済給付

運営団
体・実施
主体

①地⽅公共団体（※複数地⽅公共団体の連携を含む）
②多様な組織・団体（総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、ｽﾎﾟｰﾂ少年
団、体育・ｽﾎﾟｰﾂ協会、競技団体、ﾌﾟﾛﾁｰﾑ、⺠間事業者、⼤
学、⽂化芸術団体、地域学校協働本部、同窓会等）

指導者 地域の指導者（⼀部教師の兼職兼業）
参加者 地域の⽣徒（※他の世代が⼀緒に参画する場合を含む）

場所 学校施設、社会教育施設、公共のスポーツ・⽂化施設、
地域団体・⺠間事業者等が有する施設

費⽤ 可能な限り低廉な会費＋⽤具、交通費等の実費
補償 各種保険等

学校部活動の地域連携、地域クラブ活動への移⾏の全体像（案）

活 動 体 制
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※市区町村が⾃ら運営団体となることもある。

４．そのほかの取組
　文部科学省では、教師の兼職兼業や人事における部

活動の指導力の評価、高等学校入学者選抜における学

校部活動・地域クラブ活動の取扱い等について、「『学

校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関す

る総合的なガイドライン』の策定及び学校部活動の地

域連携・地域移行に関する関連制度の運用について（令

和４年 12 月 27 日付けスポーツ庁次長・文化庁次長・

総合教育政策局長・初等中等教育局長通知）」にて整理・

連絡するとともに、令和 5 年 1 月 30 日には、「公立学

校の教師等が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼

業について（手引き）」を公表しました。

https://www.mext.go.jp/

content/20230130-mxt-

syoto01-000025338_5.pdf

　また、令和４年 11 月に公表した、令和 3 年度におけ

る運動部活動及び文化部活動の地域移行等に関する実

践研究事例集では、全国における先行事例を紹介してい

ます。

（運動部活動）

への移行に向けた環境整備」、「Ⅳ 大会等の在

り方の見直し」が今回大幅に追加した部分で、

公立中学校の生徒を主な対象とするものです。 

「Ⅰ 学校部活動」では、従来どおりの週当

たり２日以上（平日１日、週末１日）の休養日

の設定や、部活動に強制的に加入させることが

ないようにすること、学校と地域が協働・融合

した形での環境整備を進めることを記していま

す。 

「Ⅱ 新たな地域クラブ活動」では、地域ス

ポーツ・文化振興担当部署や学校担当部署、関

係団体、学校等の関係者を集めた協議会などの

体制の整備や、希望する教師等の円滑な兼職兼

業、休日のみ活動をする場合も原則として１日

の休養日を設定すること等、新たな地域クラブ

活動の在り方について示しています。 

「Ⅲ 学校部活動の地域連携や地域クラブ活

動への移行に向けた環境整備」では、まずは休

日における地域の環境の整備を着実に推進する

こととしています。市区町村が運営団体となる

体制や地域の多様な運営団体が取り組む体制な

ど、段階的な体制の整備を進めるとともに、直

ちに地域クラブ活動の体制が整備できない場合、

合同部活動の導入や部活動指導員等の活用とい

った地域連携を進めることとしました。また、

令和５年度から令和７年度までの３年間を「改

革推進期間」として地域連携・地域移行に取り

組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期

の実現を目指すこととしています。 

「Ⅳ 大会等の在り方の見直し」では、大会

参加資格を地域クラブ活動の会員等も参加でき

るよう見直すとともに、できるだけ教師が引率

しない体制の整備や、全国大会の在り方を見直

すよう、関係団体等に要請しているところです。 

４４．．そそののほほかかのの取取組組  

文部科学省では、教師の兼職兼業や人事にお

ける部活動の指導力の評価、高等学校入学者選

抜における学校部活動・地域クラブ活動の取扱

い等について、「『学校部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラ

イン』の策定及び学校部活動の地域連携・地域

移行に関する関連制度の運用について（令和４

年 12月 27日付けスポーツ庁次長・文化庁次長・

総合教育政策局長・初等中等教育局長通知）」に

て整理し御連絡しております。また、11月に公

表した、令和３年度における運動部活動及び文

化部活動の地域移行等に関する実践研究事例集

では、全国における先行事例を紹介しています。 

（運動部活動）   （文化部活動） 

 

 

 

このほか、令和４年度第２次補正予算では、

各地域での協議会や研修会の開催、広域的な人

材バンクの設置など、地方公共団体が行う移行

体制の構築に必要な経費として 19 億円を計上

するとともに、令和５年度予算案では、地域移

行に向けた実証事業や部活動指導員の配置等に

必要な経費として 28億円を計上しています。 

皆様におかれては、こうしたガイドラインや

通知、事例集等も踏まえ、部活動の地域連携・

地域移行への御理解・御協力のほど、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

○学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り

等に関する総合的なガイドライン 

（スポーツ庁 HP） 
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係団体、学校等の関係者を集めた協議会などの

体制の整備や、希望する教師等の円滑な兼職兼

業、休日のみ活動をする場合も原則として１日

の休養日を設定すること等、新たな地域クラブ

活動の在り方について示しています。 

「Ⅲ 学校部活動の地域連携や地域クラブ活

動への移行に向けた環境整備」では、まずは休

日における地域の環境の整備を着実に推進する

こととしています。市区町村が運営団体となる

体制や地域の多様な運営団体が取り組む体制な

ど、段階的な体制の整備を進めるとともに、直

ちに地域クラブ活動の体制が整備できない場合、

合同部活動の導入や部活動指導員等の活用とい

った地域連携を進めることとしました。また、

令和５年度から令和７年度までの３年間を「改

革推進期間」として地域連携・地域移行に取り

組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期

の実現を目指すこととしています。 

「Ⅳ 大会等の在り方の見直し」では、大会

参加資格を地域クラブ活動の会員等も参加でき

るよう見直すとともに、できるだけ教師が引率

しない体制の整備や、全国大会の在り方を見直

すよう、関係団体等に要請しているところです。 

４４．．そそののほほかかのの取取組組  

文部科学省では、教師の兼職兼業や人事にお

ける部活動の指導力の評価、高等学校入学者選

抜における学校部活動・地域クラブ活動の取扱

い等について、「『学校部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラ

イン』の策定及び学校部活動の地域連携・地域

移行に関する関連制度の運用について（令和４

年 12月 27日付けスポーツ庁次長・文化庁次長・

総合教育政策局長・初等中等教育局長通知）」に

て整理し御連絡しております。また、11月に公

表した、令和３年度における運動部活動及び文

化部活動の地域移行等に関する実践研究事例集

では、全国における先行事例を紹介しています。 
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このほか、令和４年度第２次補正予算では、

各地域での協議会や研修会の開催、広域的な人

材バンクの設置など、地方公共団体が行う移行

体制の構築に必要な経費として 19 億円を計上

するとともに、令和５年度予算案では、地域移

行に向けた実証事業や部活動指導員の配置等に

必要な経費として 28億円を計上しています。 

皆様におかれては、こうしたガイドラインや

通知、事例集等も踏まえ、部活動の地域連携・

地域移行への御理解・御協力のほど、どうぞよ
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（スポーツ庁 HP） 

 

（文化部活動）

（運動部活動の地域移行等に関する実践研究事例集）

https://www.mext.go.jp/sports/content/221101_

spt_oripara-000025667_1.pdf

（文化部活動の地域移行に関する実践研究事例集）

https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/

sobunsai/pdf/93787801_01.pdf

　このほか、令和４年度第２次補正予算では、各地域で

の協議会や研修会の開催、広域的な人材バンクの設置

など、地方公共団体が行う移行体制の構築に必要な経

費として 19 億円を計上するとともに、令和５年度予算

案では、地域移行に向けた実証事業や部活動指導員の

配置等に必要な経費として 28 億円を計上しています。

皆様におかれては、こうしたガイドラインや通知、事例

集等も踏まえ、部活動の地域連携・地域移行への御理解・

御協力のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

○学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に

関する総合的なガイドライン

（スポーツ庁 HP）

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/

mcatetop04/list/1405720_00014.htm

への移行に向けた環境整備」、「Ⅳ 大会等の在

り方の見直し」が今回大幅に追加した部分で、

公立中学校の生徒を主な対象とするものです。 

「Ⅰ 学校部活動」では、従来どおりの週当

たり２日以上（平日１日、週末１日）の休養日

の設定や、部活動に強制的に加入させることが

ないようにすること、学校と地域が協働・融合

した形での環境整備を進めることを記していま

す。 

「Ⅱ 新たな地域クラブ活動」では、地域ス

ポーツ・文化振興担当部署や学校担当部署、関

係団体、学校等の関係者を集めた協議会などの

体制の整備や、希望する教師等の円滑な兼職兼

業、休日のみ活動をする場合も原則として１日

の休養日を設定すること等、新たな地域クラブ

活動の在り方について示しています。 

「Ⅲ 学校部活動の地域連携や地域クラブ活

動への移行に向けた環境整備」では、まずは休

日における地域の環境の整備を着実に推進する

こととしています。市区町村が運営団体となる

体制や地域の多様な運営団体が取り組む体制な

ど、段階的な体制の整備を進めるとともに、直

ちに地域クラブ活動の体制が整備できない場合、

合同部活動の導入や部活動指導員等の活用とい

った地域連携を進めることとしました。また、

令和５年度から令和７年度までの３年間を「改

革推進期間」として地域連携・地域移行に取り

組みつつ、地域の実情に応じて可能な限り早期

の実現を目指すこととしています。 

「Ⅳ 大会等の在り方の見直し」では、大会

参加資格を地域クラブ活動の会員等も参加でき

るよう見直すとともに、できるだけ教師が引率

しない体制の整備や、全国大会の在り方を見直

すよう、関係団体等に要請しているところです。 

４４．．そそののほほかかのの取取組組  

文部科学省では、教師の兼職兼業や人事にお

ける部活動の指導力の評価、高等学校入学者選

抜における学校部活動・地域クラブ活動の取扱

い等について、「『学校部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドラ

イン』の策定及び学校部活動の地域連携・地域

移行に関する関連制度の運用について（令和４

年 12月 27日付けスポーツ庁次長・文化庁次長・

総合教育政策局長・初等中等教育局長通知）」に

て整理し御連絡しております。また、11月に公

表した、令和３年度における運動部活動及び文

化部活動の地域移行等に関する実践研究事例集

では、全国における先行事例を紹介しています。 

（運動部活動）   （文化部活動） 

 

 

 

このほか、令和４年度第２次補正予算では、

各地域での協議会や研修会の開催、広域的な人

材バンクの設置など、地方公共団体が行う移行

体制の構築に必要な経費として 19 億円を計上

するとともに、令和５年度予算案では、地域移

行に向けた実証事業や部活動指導員の配置等に

必要な経費として 28億円を計上しています。 

皆様におかれては、こうしたガイドラインや

通知、事例集等も踏まえ、部活動の地域連携・

地域移行への御理解・御協力のほど、どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

○学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り

等に関する総合的なガイドライン 

（スポーツ庁 HP） 
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